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衆
議
院
議
員
馳
浩
君
提
出
生
活
保
護
と
不
正
受
給
の
問
題
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
四
に
つ
い
て

生
活
保
護
受
給
者
に
つ
い
て
は
、
平
成
八
年
度
以
降
、
一
貫
し
て
増
加
し
て
い
る
が
、
そ
の
主
な
要
因
と
し
て
は
、
厳
し

い
経
済
状
況
、
雇
用
情
勢
の
中
で
世
帯
主
が
失
業
し
た
世
帯
の
増
加
、
稼
働
能
力
の
乏
し
い
高
齢
者
が
世
帯
主
で
あ
る
世
帯

の
増
加
が
挙
げ
ら
れ
る
。

生
活
保
護
受
給
者
の
増
加
に
よ
り
、
生
活
保
護
受
給
者
の
個
々
の
状
況
に
応
じ
て
自
立
・
就
労
支
援
、
不
正
受
給
対
策
等

を
適
切
に
実
施
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
る
な
ど
の
影
響
が
出
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
生
活
保
護
受

給
者
に
対
す
る
自
立
・
就
労
支
援
、
不
正
受
給
対
策
等
の
実
施
体
制
の
強
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
今
後
、

「
生
活
保
護
制
度
に
関
す
る
国
と
地
方
の
協
議
」
に
お
い
て
、
生
活
保
護
受
給
者
に
対
す
る
自
立
・
就
労
支
援
の
強
化
、
不

正
受
給
対
策
等
の
実
施
体
制
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
、
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
ま
い
り
た

い
。

二
に
つ
い
て

御
指
摘
の
診
療
報
酬
明
細
書
（
以
下
「
レ
セ
プ
ト
」
と
い
う
。
）
の
電
子
化
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
三
年
四
月
か
ら
運

一



用
を
開
始
し
た
ば
か
り
で
あ
り
、
今
後
、
そ
の
具
体
的
効
果
を
把
握
し
て
ま
い
り
た
い
。

三
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
人
数
に
つ
い
て
は
把
握
し
て
い
な
い
。
な
お
、
厚
生
労
働
省
の
調
査
に
よ
る
と
、
公
共
職
業
安
定
所
や
福
祉
事

務
所
等
に
よ
る
就
労
支
援
策
を
通
じ
て
就
職
し
、
又
は
所
得
が
増
加
し
た
生
活
保
護
受
給
者
の
数
は
、
平
成
二
十
一
年
度
に

お
い
て
四
万
五
千
三
百
五
十
三
人
で
あ
り
、
こ
の
う
ち
生
活
保
護
を
廃
止
し
た
者
の
数
は
、
八
千
八
百
九
十
七
人
で
あ
る
。

五
に
つ
い
て

生
活
保
護
受
給
者
の
自
立
の
た
め
に
は
、
生
活
保
護
受
給
者
に
対
す
る
就
労
支
援
の
強
化
と
と
も
に
雇
用
環
境
の
整
備
・

確
保
が
重
要
で
あ
る
と
認
識
し
て
お
り
、
引
き
続
き
、
職
業
訓
練
の
実
施
、
個
別
求
人
開
拓
、
非
正
規
雇
用
者
の
正
規
雇
用

へ
の
円
滑
な
移
行
支
援
等
の
施
策
を
一
体
的
に
推
進
し
て
ま
い
り
た
い
。

六
に
つ
い
て

「
平
成
二
十
一
年
度
生
活
保
護
法
施
行
事
務
監
査
の
実
施
結
果
報
告
」
に
よ
る
と
、
生
活
保
護
の
不
正
受
給
の
件
数
は
一

万
九
千
七
百
二
十
六
件
、
そ
の
金
額
は
百
二
億
千
四
百
七
十
万
四
千
円
で
あ
る
。
ま
た
、
そ
の
主
な
内
容
は
、
稼
働
収
入
の

無
申
告
又
は
過
小
申
告
及
び
各
種
年
金
等
の
無
申
告
で
あ
る
。

二



七
に
つ
い
て

厚
生
労
働
省
と
し
て
は
、
地
方
自
治
体
に
対
し
、
生
活
保
護
受
給
者
の
収
入
の
状
況
を
客
観
的
に
把
握
す
る
た
め
、
年
一

回
、
税
務
担
当
官
署
の
協
力
を
得
て
生
活
保
護
受
給
者
に
対
す
る
課
税
の
状
況
を
調
査
す
る
よ
う
要
請
し
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
り
、
平
成
二
十
一
年
度
に
お
い
て
は
、
こ
う
し
た
調
査
に
よ
り
、
不
正
受
給
件
数
全
体
の
約
九
割
に
当
た
る
一
万
七
千
六

百
二
十
一
件
の
不
正
受
給
が
発
見
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
医
療
扶
助
に
つ
い
て
は
、
地
方
自
治
体
に
対
し
、
電
子
化
さ
れ
た

レ
セ
プ
ト
の
活
用
等
に
よ
り
、
不
正
行
為
の
早
期
発
見
等
を
行
う
よ
う
要
請
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

い
わ
ゆ
る
貧
困
ビ
ジ
ネ
ス
に
つ
い
て
は
、
地
方
自
治
体
に
対
し
、
無
料
低
額
宿
泊
所
等
の
入
所
者
に
対
す
る
訪
問
調
査
や

生
活
保
護
受
給
者
本
人
に
対
す
る
生
活
保
護
費
の
直
接
交
付
等
に
よ
り
、
生
活
保
護
受
給
者
に
対
す
る
適
切
な
支
援
の
確
保

を
図
る
よ
う
要
請
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

八
に
つ
い
て

厚
生
労
働
省
と
し
て
は
、
各
地
方
自
治
体
に
お
い
て
は
、
社
会
福
祉
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
四
十
五
号
）
第
十
六
条

に
規
定
す
る
数
を
標
準
と
し
て
、
生
活
保
護
に
係
る
事
務
の
実
施
に
支
障
が
生
じ
な
い
よ
う
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
の
定
数
を
定

め
る
べ
き
と
考
え
る
。

三



九
に
つ
い
て

生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
一
条
に
お
い
て
は
、
「
こ
の
法
律
は
、
日
本
国
憲
法
第
二
十
五

条
に
規
定
す
る
理
念
に
基
き
、
国
が
生
活
に
困
窮
す
る
す
べ
て
の
国
民
に
対
し
、
そ
の
困
窮
の
程
度
に
応
じ
、
必
要
な
保
護

を
行
い
、
そ
の
最
低
限
度
の
生
活
を
保
障
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
自
立
を
助
長
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
」
と
規
定
し
て
い

る
が
、
同
条
に
規
定
す
る
最
低
限
度
の
生
活
の
水
準
に
つ
い
て
は
、
一
般
国
民
の
消
費
実
態
と
の
均
衡
等
を
考
慮
し
つ
つ
、

同
法
第
八
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
保
護
基
準
を
定
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

十
に
つ
い
て

公
的
年
金
制
度
は
、
国
民
全
体
が
連
帯
し
、
世
代
間
で
支
え
合
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
高
齢
期
等
に
お
け
る
稼
得
能
力
の
喪

失
・
減
退
を
補
填
す
る
も
の
で
あ
り
、
現
役
時
代
に
お
け
る
保
険
料
の
納
付
実
績
に
応
じ
た
年
金
額
を
、
原
則
と
し
て
、
個

人
の
所
得
や
資
産
の
状
況
に
か
か
わ
ら
ず
高
齢
期
に
給
付
す
る
社
会
保
険
方
式
を
採
用
し
て
い
る
。
一
方
、
生
活
保
護
制
度

は
、
年
金
を
含
め
利
用
し
得
る
収
入
、
資
産
等
を
活
用
し
て
も
な
お
最
低
限
度
の
生
活
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
者
に

対
し
て
、
当
該
者
の
状
況
に
応
じ
た
最
低
生
活
費
を
保
障
す
る
も
の
で
あ
り
、
両
制
度
を
単
純
に
比
較
す
る
こ
と
は
適
当
で

は
な
い
。

四



ま
た
、
労
使
の
代
表
を
含
む
最
低
賃
金
審
議
会
に
お
け
る
議
論
を
踏
ま
え
、
毎
年
、
地
域
別
最
低
賃
金
額
か
ら
税
や
社
会

保
険
料
を
控
除
し
た
後
の
金
額
（
以
下
「
控
除
後
の
最
低
賃
金
額
」
と
い
う
。
）
と
、
生
活
保
護
に
お
け
る
若
年
単
身
世
帯

の
生
活
扶
助
基
準
の
都
道
府
県
内
人
口
加
重
平
均
に
住
宅
扶
助
の
実
績
値
を
加
え
た
も
の
（
以
下
「
生
活
保
護
水
準
」
と
い

う
。
）
と
の
比
較
を
行
い
、
控
除
後
の
最
低
賃
金
額
が
生
活
保
護
水
準
を
下
回
る
都
道
府
県
に
つ
い
て
は
、
生
活
保
護
水
準

と
控
除
後
の
最
低
賃
金
額
と
の
差
額
を
解
消
す
る
ま
で
の
年
数
を
設
け
、
計
画
的
に
解
消
を
図
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

な
お
、
生
活
保
護
基
準
額
に
つ
い
て
は
、
納
税
者
で
あ
る
国
民
の
納
得
を
得
ら
れ
る
も
の
と
な
る
よ
う
、
現
在
、
専
門
の

部
会
に
お
い
て
多
角
的
な
検
証
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

十
一
に
つ
い
て

政
府
と
し
て
は
、
現
時
点
に
お
い
て
は
、
生
活
保
護
費
に
関
す
る
国
と
地
方
の
費
用
負
担
の
割
合
を
変
更
す
る
こ
と
が
必

要
で
あ
る
と
は
考
え
て
い
な
い
。

十
二
に
つ
い
て

我
が
国
と
他
国
の
生
活
保
護
の
捕
捉
率
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
と
他
国
と
で
は
公
的
扶
助
制
度
の
内
容
が
異
な
る
こ
と
か

ら
、
単
純
に
こ
れ
を
比
較
す
る
こ
と
は
適
当
で
な
い
と
考
え
て
い
る
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
今
後
と
も
、
生
活
保
護
が
必
要
と

五



さ
れ
る
世
帯
に
対
し
、
適
切
に
生
活
保
護
が
行
わ
れ
る
よ
う
努
め
て
ま
い
り
た
い
。

六


